
統一的な基準による財務書類 用語解説 

（１）貸借対照表 

貸借対照表 基準日時点における財政状態（資産・負債・純資産

の残高及び内訳）を表示したもの 

事業用資産 公共サービスに供されている資産で、インフラ資

産、物品以外の資産（例：庁舎、学校、市営住宅

等） 

インフラ資産 道路、公園、上下水道等の社会基盤となる資産 

長期延滞債権 1 年を超えて回収されていない未収金等 

徴収不能引当金 徴収不能のおそれのある債権の見込額（民間企業の

貸倒引当金にあたるもの） 

未収金 税や使用料などの収入未済額 

地方債等 市が資産形成する時などに発行する公債等の借入金 

純資産 資産合計額から負債合計額を控除したもの 

固定資産形成分 資産形成のために充当した資源の蓄積分（原則とし

て金銭以外の形態（固定資産等）で保有されま

す。） 

余剰分（不足分） 地方公共団体の費消可能な資源の蓄積分（原則とし

て金銭の形態で保有されます。） 

 

（２）行政コスト計算書 

行政コスト計算書 一会計期間中の費用・収益の取引高を表示したもの

（民間企業の損益計算書にあたるもの） 

経常費用 毎年度継続的に発生する費用であって、資産形成に

該当しないもの 

物件費 職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費といった消

費的性質の経費 

維持補修費 資産の機能維持のために必要な修繕費等 

社会保障給付 扶助費（生活保護、児童手当等）等 

経常収益 毎会計年度、経常的に発生する収益（受益者負担に

基づく収入） 

使用料及び手数料 地方公共団体が行政サービスの対価として使用料・

手数料の形態で徴収する金銭 

純経常行政コスト 経常費用から経常収益を控除したもの 

臨時損失 臨時に発生する費用 



資産除売却損 資産の売却による収入が帳簿価額を下回る場合の差

額及び除却した資産の除却時の帳簿価額 

臨時利益 臨時に発生する収益 

資産売却益 資産の売却による収入が帳簿価額を上回る場合の差

額 

純行政コスト 純経常行政コストに臨時損失を加え、臨時利益を控

除したもの 

 

（３）純資産変動計算書 

純資産変動計算書 一会計期間中の純資産（及びその内部構成）の変動

を表示したもの（民間企業の株主資本等変動計算書

にあたるもの） 

税収等 地方税、地方交付税及び地方譲与税等 

国県等補助金 国庫支出金及び都道府県支出金等 

資産評価差額 有価証券等の評価差額 

無償所管換等 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等 

 

（４）資金収支計算書 

資金収支計算書 一会計期間中の現金の受払いを３つの区分で表示し

たもの（民間企業のキャッシュ・フロー計算書にあ

たるもの） 

業務活動収支 税収等、国県等補助金、使用料及び手数料等の業務

収入と臨時収入の合計から、業務費用、移転費用及

び臨時支出を控除したもの（投資活動及び財務活動

以外のもの） 

投資活動収支 公共施設等の取得や売却、基金の積立てや取崩し、

投資及び出資金等の増減に係る収支 

財務活動収支 地方債等の元金償還や発行による収支 

本年度資金残高 歳計外現金を除く現金預金の残高 

 

  



（５）注記 

リース取引 お金を出して物を借りる取引のことであり、取引の

内容によってファイナンス・リース取引とオペレー

ティング・リース取引などに分類される。 

ファイナンス・リース

取引 

リース会社が物件を購入し、リース会社に物件の購

入代金を含めたリース料を支払うリース取引で、リ

ース期間終了後に所有権が借手に移転する所有権移

転ファイナンス・リース取引と所有権が移転しない

所有権移転外ファイナンス・リース取引に分類され

る。 

オペレーティング・リ

ース取引 

ファイナンス・リース取引以外のリース取引 

通常の売買取引 リースした物件を通常の資産取得と同様に処理する

方法であり、貸借対照表にリース料総額を資産計上

し、同額をリース債務として負債計上する方法。 

通常の賃貸借取引 リース料を支払時に費用として行政コスト計算書に

計上する方法 

重要な後発事象 会計年度終了後、財務書類を作成するまでに発生し

た事象で、翌年度以降の地方公共団体の財務状況等

に影響を及ぼす重要な後発事象 

重要な偶発債務 会計年度末においては、現実の債務ではないが、将

来、一定の条件を満たすような事態が生じた場合に

債務となるもの 

重要な非資金取引 資金の収支を伴わない取引のうち、財政状況等に影

響を及ぼすような取引で、リース資産の取得や資産

の交換、現物による出資等 

全部連結 連結対象団体の財務書類４表の数値を全て合算する

こと 

比例連結 連結対象団体の財務書類４表の数値を出資割合等に

応じて合算すること 

 

  



（６）財政指標 

資産形成度 「将来世代に残る資産はどのくらいあるか」を

表す指標 

住民一人当たり資産額 資産額を住民基本台帳人口で除した額で、一人

あたりにすることでわかりやすく、他団体との

比較を行いやすくするための指標 

歳入額対資産比率 当該年度の歳入総額に対する資産の比率を示す

もので、これまでに形成されたストックとして

の資産が、歳入の何年分に相当するかを表す指

標 

有形固定資産減価償却率 

（資産老朽化比率） 

有形固定資産のうち、土地、立木竹、建設仮勘

定及び物品以外のものの取得価額等に対する減

価償却累計額の割合を示すもので、耐用年数に

対して資産の取得からどの程度経過しているの

かを全体として把握するための指標 

世代間公平性 「将来世代と現世代との負担の分担は適切か」

を表す指標 

純資産比率 総資産に対する純資産の比率を示すもので、現

在の資産に対する世代間の負担の割合を表す指

標 

社会資本等形成の世代間負

担比率 

（将来世代の負担比率） 

社会資本等について将来の償還等が必要な負担

による形成割合（公共資産等形成充当負債の割

合）を示すもので、社会資本等形成に係る将来

世代の負担の比重を把握するための指標 

持続可能性 

（健全性） 

「財政に持続可能性があるか（どのくらい借金

があるか）」を表す指標 

住民一人当たり負債額 負債額を住民基本台帳人口で除した額で、一人

あたりにすることでわかりやすく、他団体との

比較を行いやすくするための指標 

基礎的財政収支 

（プライマリーバランス） 

資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息を

除く）及び投資活動収支（基金除く）の合算額

で、地方債等の元利償還額を除いた歳出と地方

債等発行収入を除いた歳入のバランスを示す指

標 



債務償還可能年数 実質債務（地方債残高等から充当可能基金等を

控除した実質的な債務）が償還財源上限額（資

金収支計算書における業務活動収支の黒字分

（臨時収支分を除く。））の何年分あるかを示

す指標 

効率性 「行政サービスは効率的に提供されているか」

を表す指標 

住民一人当たり行政コスト 行政コスト計算書で算出される行政コストを住

民基本台帳人口で除した額で、行政活動の効率

性を測定する指標 

弾力性 「資産形成等を行う余裕はどのくらいあるか」

を表す指標 

行政コスト対税収等比率 税収等の一般財源に対する行政コストの比率を

示すもので、当該年度の税収等のうち、どれだ

けが資産形成を伴わない行政コストに費消され

たかを把握するための指標 

自律性 「歳入はどのくらい税収等で賄われているか

（受益者負担の水準はどうなっているか）」を

表す指標 

受益者負担の割合 

（受益者負担比率） 

使用料・手数料など行政サービスに係る受益者

負担の金額である行政コスト計算書の経常収益

と経常費用を比較したもので、当該団体の受益

者負担の特徴を把握するための指標 

 


